
[3　各種制度について]

(1)　定年制度と定年年齢

全体

定年年齢（歳）

61.5

61.4

61.1

2017業種別
定年年齢（歳）

62.2

62.7

60.9

61.9

61.6

2017規模別

61.6

61.2

60.6

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※定年年齢は全回答（数値回答）の平均値
※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数

61.5

60.6

61.4

調査票　問７

75.0%

100.0%

78.6%

86.0%

88.9%

80.0%

90.3%

85.7%

80.8%

97.2%

96.9%

25.0%

21.4%

14.0%

10.0%

9.1%

14.0%

17.3%

2.8%

3.1%

11.1%

10.0%

0.6%

0.4%

1.9%

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

86.8%

81.7%

82.9%

12.5%

16.9%

15.7%

0.8%

1.5%

1.4%

2017

[393社]

2014

[409社]

2011

[352社]

ある ない 無回答

前回調査と比べ、定年制度導入の事業所は約5ポイント増加している。全般的には、定年年齢に大き

な増減はなく、平均61.5歳となっている。業種別では、「建設業」「運輸・通信業」の定年制度導入率が

低く、定年年齢が高くなっている。
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[3　各種制度について]

(2)　定年後の再雇用制度

全体

再雇用
年齢（歳）

2017業種別
再雇用
年齢（歳）

66.1

64.5

65.8

66.3

2017規模別

66.2

66.1

67.3

65.5

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※再雇用年齢は全回答（数値回答）の平均値
※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数

65.9

67.8

66.9

調査票　問8

66.2

66.2

71.7%

92.9%

64.3%

85.0%

66.7%

70.0%

86.1%

79.8%

82.7%

94.4%

93.8%

21.7%

3.6%

21.4%

11.2%

20.0%

10.9%

15.1%

7.7%

5.6%

6.3%

6.7%

3.6%

14.3%

3.7%

33.3%

10.0%

3.0%

5.1%

9.6%

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

82.4%

68.7%

12.5%

23.5%

5.1%

7.8%

2017

[393社]

2014

[409社]

ある ない 無回答

前回調査と比べ、再雇用制度導入事業所は約14ポイント増加している。業種別では「製造業」、規模

別では「50人～99人の事業所」「100人以上の事業所」での導入率が高くなっている。
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[3　各種制度について]

(3)　退職金制度

全体

2017業種別

2017規模別

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数

調査票　問9

78.3%

89.3%

42.9%

74.8%

88.9%

80.0%

70.9%

72.8%

80.8%

75.0%

75.0%

21.7%

10.7%

57.1%

25.2%

10.0%

27.9%

26.5%

17.3%

25.0%

25.0%

11.1%

10.0%

1.2%

0.7%

1.9%

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

74.0%

71.6%

69.7%

24.9%

27.6%

29.1%

1.0%

0.7%

1.1%

2017

[393社]

2014

[409社]

2011

[352社]

ある ない 無回答

前回調査同様、退職金制度の導入率は増加傾向が見られる。

業種別では、「製造業」での導入率が高くなっている。
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[3　各種制度について]

(4)　退職金の支給対象者（複数回答）

全体

　　　　臨時職員 　　　パートタイマー 　　　その他

2017業種別

　　　　臨時職員 　　　パートタイマー 　　　その他

2017規模別

※比率は退職金ありの事業所に占める割合
※[　]内の数値は2017年調査退職金制度ありの事業所数

正規従業員

調査票　問9

正規従業員

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

87.5%

87.5%

99.1%

98.5%

100.0%

100.0%

100.0%

建設業

[47社]

製造業

[25社]

運輸・通信業

[6社]

卸・小売・飲食業

[80社]

金融・保険業

[8社]

不動産業

[7社]

その他

[117社]

30人未満

[198社]

30～49人

[42社]

50～99人

[27社]

100人以上

[24社]

4.3%

0.0%

0.0%

2.5%

12.5%

0.0%

2.6%

2.0%

2.4%

7.4%

4.2%

2.1%

0.0%

0.0%

10.0%

12.5%

0.0%

6.0%

5.6%

4.8%

7.4%

4.2%

2.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.7%

1.0%

2.4%

0.0%

0.0%

99.0%

99.3%

99.2%

2017

[291社]

2014

[293社]

2011

[249社]

2.7%

1.7%

1.2%

5.8%

6.8%

6.8%

1.0%

1.7%

0.0%

全体で見ると、「正規従業員」にはほぼ100％の支給率となっている。

「正規従業員」以外では、業種別、規模別を問わず低い支給率にとどまっている。
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[3　各種制度について]

(5)　年次有給休暇制度

全体

2017業種別

2017規模別

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数

調査票　問10

92.6%

87.5%

86.0%

4.8%

9.3%

11.5%

2.5%

3.2%

2.5%

2017

[393社]

2014

[409社]

2011

[352社]

81.7%

96.4%

92.9%

92.5%

88.9%

90.0%

96.4%

91.2%

92.3%

100.0%

100.0%

13.3%

3.6%

7.1%

5.6%

1.8%

6.3%

3.8%

5.0%

1.9%

11.1%

10.0%

1.8%

2.6%

3.8%

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

ある ない 無回答

前回調査同様、年次有給休暇制度の導入率は増加傾向が見られる。

業種別では「製造業」での導入率が高く、規模別では「50～99人の事業所」「100人以上の事業所」で、

100％の導入率となっている。
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[3　各種制度について]

(6)　年次有給休暇平均付与日数

全体

2017業種別

2017規模別

調査票　問10

18.3日
2017

[393社]

32.6日

18.3日

14.1日

16.2日

19.2日

12.9日

16.1日

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

15.8日

33.8日

16.4日

16.3日

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

年次有給休暇の平均付与日数は、全体平均で18.3日となっている。業種別では「建設業」での

32.6日が最も多く、規模別では「30～49人の事業所」の33.8日が最も多くなっている。
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[3　各種制度について]

(7)　年次有給休暇の取得率

全体

2017業種別

2017規模別

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数

調査票　問10

11.7%

3.6%

7.1%

12.1%

10.0%

7.9%

9.2%

11.5%

2.8%

12.5%

8.3%

28.6%

14.3%

26.2%

11.1%

20.0%

21.2%

19.1%

21.2%

19.4%

34.4%

11.7%

3.6%

14.3%

13.1%

11.1%

10.0%

22.4%

15.4%

9.6%

30.6%

15.6%

18.3%

17.9%

21.4%

13.1%

33.3%

20.0%

21.2%

17.3%

19.2%

33.3%

12.5%

10.0%

17.9%

7.1%

10.3%

7.9%

9.2%

9.6%

5.6%

12.5%

3.3%

3.6%

14.3%

4.7%

11.1%

3.6%

4.8%

3.8%

5.6%

36.7%

25.0%

21.4%

20.6%

33.3%

40.0%

15.8%

25.0%

25.0%

2.8%

12.5%

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

10％未満 10～29％ 30～49％ 50～69％ 70～89％ 90％以上 無回答

9.2%

25.7%

21.5%

20.6%

24.0%

25.2%

16.0%

15.1%

15.2%

18.6%

11.7%

10.9%

9.2%

4.5%

4.6%

4.3%

7.5%

5.7%

22.1%

11.5%

16.9%

2017

[393社]

2014

[409社]

2011

[352社]

前回調査と比べ、取得率50％以上と回答する事業所が3割を超えている。

業種別では、「運輸・通信業」「金融・保険業」で取得率50％以上とする回答が4割を超えている。
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[3　各種制度について]

(8)　休暇制度の種類（複数回答）

全体

2017
[393社]

2014
[409社]

2017業種別

建設業
[60社]

製造業
[28社]

運輸・通信業
[14社]

卸・小売・飲食業
[107社]

金融・保険業
[9社]

不動産業
[10社]

その他
[165社]

2017規模別

30人未満
[272社]

30～49人
[52社]

50～99人
[36社]

100人以上
[32社]

※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数
※「その他の休暇」の具体的内容は８を参照

リフレッシュ休暇

調査票　問11

その他の休暇配偶者出産休暇研修のための休暇ボランティア休暇

21.4%

0.0% 0.0%

28.6% 28.6%

22.2%

5.6% 11.1%

41.7% 36.1%

11.5% 5.8% 9.6% 53.8%
21.2%

11.4%
4.8% 9.9%

28.7% 27.6%

33.3%
22.2%

0.0%
55.6%

33.3%

25.0%

0.0% 0.0%
50.0%

21.9%

11.5%
3.0% 8.5%

37.6%
27.9%

50.0% 20.0%
10.0%

30.0% 30.0%

13.1%
2.8%

11.2%
27.1% 27.1%

10.7% 10.7%
3.6%

46.4%

28.6%

10.0% 5.0%
13.3%

35.0%
21.7%

13.5%
4.6% 9.2%

34.9%
27.0%

9.8%
2.9% 2.2%

28.9% 28.6%

前回調査と比べ、いずれの休暇の導入率も増加しているが、「研修のための休暇」「配偶者出産休暇」

の増加が大きい。業種別では、「製造業」「金融・保険業」の「配偶者出産休暇」の導入率が5割前後で

高くなっている。
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[3　各種制度について]

(9)　週休制度

全体

2017業種別

2017規模別

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数
※「その他」の具体的内容は８を参照

調査票　問12

完全

週休2日制

月3回

週休2日制

隔週

週休2日制

月2回

週休2日制

月1回

週休2日制

まだ実施

していない
その他 無回答

13.3%

42.9%

35.7%

33.6%

77.8%

40.0%

49.1%

39.0%

38.5%

36.1%

43.8%

5.0%

7.1%

14.3%

7.5%

7.3%

7.0%

7.7%

5.6%

6.3%

16.7%

14.3%

10.3%

8.5%

9.6%

13.5%

5.6%

12.5%

18.3%

14.3%

7.1%

12.1%

10.0%

7.9%

11.0%

9.6%

19.4%

3.1%

3.3%

7.1%

6.5%

1.8%

2.9%

5.8%

2.8%

3.1%

16.7%

7.1%

8.4%

10.0%

6.1%

10.3%

1.9%

2.8%

3.1%

16.7%

10.7%

14.3%

15.9%

30.0%

15.8%

15.4%

13.5%

13.9%

21.9%

10.0%

10.7%

14.3%

5.6%

22.2%

10.0%

3.6%

4.8%

9.6%

13.9%

6.3%

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

38.9%

34.0%

28.3%

6.9%

6.6%

9.0%

9.9%

18.6%

16.8%

10.9%

11.0%

16.5%

3.3%

7.3%

6.7%

7.9%

14.4%

16.5%

15.5% 6.6%

8.1%

6.2%

2017

[393社]

2014

[409社]

2011

[352社]

「完全週休2日制」が38.9％で最も多く、「まだ実施していない」が7.9％で前回調査時と比べ、約半分

に減少した。 「完全週休2日制」は「金融・保険業」で導入率が高いが、「建設業」では低い導入率にと

どまっている。
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[3　各種制度について]

(10)　育児休業制度

全体

2017業種別

2017規模別

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数

調査票　問13

58.3%

82.1%

50.0%

70.1%

77.8%

70.0%

72.7%

64.0%

78.8%

83.3%

90.6%

31.7%

17.9%

35.7%

24.3%

20.0%

20.6%

28.7%

15.4%

8.3%

6.3%

10.0%

14.3%

5.6%

22.2%

10.0%

6.7%

7.4%

5.8%

8.3%

3.1%

建設業

[60社]

製造業

[28社]

運輸・通信業

[14社]

卸・小売・飲食業

[107社]

金融・保険業

[9社]

不動産業

[10社]

その他

[165社]

30人未満

[272社]

30～49人

[52社]

50～99人

[36社]

100人以上

[32社]

ある ない 無回答

69.7%

64.8%

65.0%

23.2%

32.0%

33.6%

7.1%

3.2%

1.4%

2017

[393社]

2014

[409社]

2011

[352社]

前回調査と比べ、導入率は5ポイント高くなり、69.7％となっている。

業種別では、「製造業」「金融・保険業」での導入率が高くなっている。
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[3　各種制度について]

(11)　育児休業の平均取得日数

全体

2017業種別

2017規模別

※数値は全回答（数値回答）の平均値

調査票　問13

4.0 

365.0 

0.0 

3.0 

0.0 

0.0 

231.7 

105.3 

324.0 

2.0 

0.0 

279.3 

287.3 

150.3 

268.7 

316.7 

150.0 

288.2 

263.5 

330.6 

242.3 

280.3 

建設業

製造業

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

その他

30人未満

30～49人

50～99人

100人以上

153.0 

105.0 

275.0 

255.0 

2017

2014

男性（日） 女性（日）

前回調査と比べ、男性、女性を問わず、平均取得日数は増加している。

業種別では、「製造業」の男性、「金融・保険業」の女性の平均取得日数が多くなっている。
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[3　各種制度について]

(12)　育児休業の取得率

全体

[7/161]

[136/149]

[2/70]

[101/111] 

2017業種別

  [2/11]

   [7/7]

          [1/31]

      [0/6]

        [1/63]

          [0/8]

     [0/0]

     [1/1]

2017規模別

    [4/47]

 [2/10]

[1/19]

[0/85]

※数値は全回答（数値回答）の合計値

  [43/50]

[17/21]

調査票　問13

[3/42]

[29/30]

[47/48]

　　[取得者数（人）／該当者数（人）]

[45/53]

 [5/5]

       [17/18]

   [9/9]

        [52/56]

18.2%

3.2%

0.0%

1.6%

0.0%

0.0%

7.1%

8.5%

20.0%

5.3%

0.0%

100.0%

94.4%

100.0%

84.9%

100.0%

100.0%

92.9%

86.0%

81.0%

96.7%

97.9%

建設業

製造業

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

その他

30人未満

30～49人

50～99人

100人以上

4.3%

2.9%

91.3%

91.0%

2017

2014

男性 女性

全体で見ると、男性の育児休業取得率が増加している。

業種別では、「建設業」の男性の取得率が高く、女性では「建設業」「運輸・通信業」「金融・保険

業」「不動産業」の取得率が100％となっている。
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[3　各種制度について]

(13)　子の看護休暇制度

全体

過去1年間利用者数

2017業種別

2017規模別

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※取得者数は全回答（数値回答）の合計値

調査票　問13

45.0%

60.7%

42.9%

46.7%

77.8%

60.0%

52.7%

42.6%

57.7%

75.0%

84.4%

45.0%

39.3%

42.9%

43.9%

30.0%

38.8%

48.5%

28.8%

16.7%

15.6%

10.0%

14.3%

9.3%

22.2%

10.0%

8.5%

8.8%

13.5%

8.3%

建設業

製造業

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

その他

30人未満

30～49人

50～99人

100人以上

ある ない 無回答

18 

4 

47 

13 

男性（人） 女性（人）

5 

1 

1 

11 

3 

6 

7 

2

12 

1 

1 

9 

5 

1 

18 

18 

2 

19 

8 

50.9%

32.5%

30.3%

40.2%

61.4%

66.9%

8.9%

6.1%

2.8%

2017

2014

2011

前回調査と比べ、制度導入率が増加し、5割を超えた。業種別では、「金融・保険業」での導入率が高く、

規模別では、「100人以上の事業所」での導入率が高くなっている。
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[3　各種制度について]

(14)　介護休業制度

全体

過去1年間利用者数

2017業種別

2017規模別

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※取得者数は全回答（数値回答）の合計値

調査票　問13

36.7%

67.9%

42.9%

51.4%

77.8%

60.0%

59.4%

46.7%

61.5%

75.0%

84.4%

51.7%

32.1%

35.7%

38.3%

20.0%

31.5%

42.6%

26.9%

16.7%

12.5%

11.7%

21.4%

10.3%

22.2%

20.0%

9.1%

10.7%

11.5%

8.3%

3.1%

建設業

製造業

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

その他

30人未満

30～49人

50～99人

100人以上

ある ない 無回答

2

7

1

3

3

8

男性（人） 女性（人）

2

0

0

0

2

0

0

0

1

2

0

1

0

2

54.2%

52.8%

52.1%

35.6%

43.8%

46.2%

10.2%

3.4%

1.7%

2017

2014

2011

前回調査と比べ、介護休業制度の導入率は微増している。

業種別では、「製造業」「金融・保険業」での導入率が高くなっている。
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[3　各種制度について]

(15)　介護休暇制度

全体

過去1年間利用者数

2017業種別

2017規模別

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※取得者数は全回答（数値回答）の合計値、2014年調査はデータなし

調査票　問13

41.7%

57.1%

42.9%

45.8%

77.8%

60.0%

57.0%

45.2%

59.6%

66.7%

78.1%

48.3%

42.9%

35.7%

40.2%

30.0%

32.7%

43.4%

26.9%

25.0%

15.6%

10.0%

21.4%

14.0%

22.2%

10.0%

10.3%

11.4%

13.5%

8.3%

6.3%

建設業

製造業

運輸・通信業

卸・小売・飲食業

金融・保険業

不動産業

その他

30人未満

30～49人

50～99人

100人以上

ある ない 無回答

12 15 

男性（人） 女性（人）

1

1

1

0

9

1

0

9

2

2

0

0

1

12

2

12

1

40.8%

51.7%

53.1%

37.2%

6.1%

11.2%

2014

2017

前回調査と比べ、約11ポイント増加し導入率が5割を超えている。

業種別では、「金融・保険業」が高く、「建設業」「運輸・通信業」で低くなっている。

規模別では、「100人以上の事業所」で8割に近い導入率となっている。
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[3　各種制度について]

(16)　ワーク・ライフ・バランスへの取組①（複数回答）

全体

2017
[393社]

2017業種別

建設業
[60社]

製造業
[28社]

運輸・通信業
[14社]

卸・小売・飲食業
[107社]

金融・保険業
[9社]

不動産業
[10社]

その他
[165社]

2017年規模別

30人未満
[272社]

30～49人
[52社]

50～99人
[36社]

100人以上
[32社]

※比率はアンケート回答事業所に占める割合
※[　]内の数値は2017年調査アンケート回答事業所数
※「その他」の具体的内容は８を参照

調査票　問14

テレワーク
業務
効率化

短時間
勤務

フレックス
タイム

時差勤務
所定外労働
時間の削減

配置転換
の配慮

27.7%
9.4% 18.3%

41.7%
16.8%

2.5%
29.3%

取組内容としては、「所定外労働時間の削減」が41.7％で最も多く、次いで「業務効率化」が29.3％と

なっている。 「事業所内託児所の設置」「テレワーク」は低い取組率にとどまっている。

21.7%
3.3% 8.3%

33.3%
8.3% 1.7%

18.3%

50.0%

14.3% 25.0%

57.1%

21.4%
3.6%

35.7%

14.3% 21.4%
35.7% 28.6% 21.4%

7.1%
28.6%

27.1%
5.6%

18.7%

48.6%

13.1%
0.0%

35.5%

44.4%
22.2% 22.2%

66.7%

33.3%
11.1%

44.4%

30.0% 20.0% 10.0%
30.0%

10.0% 10.0%

40.0%

26.7%
10.9% 19.4%

38.2%
20.6%

3.0%
26.7%

22.8%
8.1% 15.8%

37.1%
14.0%

1.5%
28.7%

34.6%
9.6%

26.9%
44.2%

15.4% 5.8%

34.6%

38.9%

11.1% 11.1%

58.3%
30.6%

2.8%

33.3%

46.9%

18.8%
34.4%

59.4%

28.1%
6.3%

21.9%
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[3　各種制度について]

(16)　ワーク・ライフ・バランスへの取組②（複数回答）

全体

2017
[393社]

2017業種別

建設業
[60社]

製造業
[28社]

運輸・通信業
[14社]

卸・小売・飲食業
[107社]

金融・保険業
[9社]

不動産業
[10社]

その他
[165社]

2017年規模別

30人未満
[272社]

30～49人
[52社]

50～99人
[36社]

100人以上
[32社]

有給休暇
の計画的
取得

事業所内
託児所
の設置

育児・
介護の
経済支援

職場復帰
支援

その他

調査票　問14

行って
いない

自己啓発、
能力開発支援

退職者
再雇用

23.7%
0.5% 3.1% 10.4% 8.4%

28.5%
5.6% 1.3%

16.7%
0.0% 8.3% 10.0% 3.3%

30.0%

1.7% 3.3%

28.6%

0.0% 0.0% 10.7% 7.1%
32.1%

7.1% 0.0%

14.3%
0.0% 7.1% 0.0% 7.1%

28.6%
7.1% 0.0%

29.0%

0.9% 0.0% 6.5% 10.3%
25.2%

2.8% 0.0%

44.4%

0.0% 11.1% 22.2% 11.1%

44.4%

11.1% 11.1%

30.0%

0.0%
20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 10.0% 0.0%

21.2%
0.6% 1.8% 12.7% 8.5%

29.1%
7.9% 1.2%

21.7%
0.4% 2.9% 9.2% 8.1%

25.7%
7.7% 1.8%

26.9%
0.0% 5.8% 11.5% 11.5%

40.4%

1.9% 0.0%

25.0%
2.8% 2.8% 13.9% 5.6%

27.8%
0.0% 0.0%

34.4%

0.0% 0.0%
15.6% 9.4%

34.4%

0.0% 0.0%
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